
・教育委員会の研修体系の最適化により、日々新しい知識を更新しながら主体的・協働的に資質や能力を高めていく教師が育つことにより、社会構造の変化に対応した質の高い
学校教育が展開され、我が国の将来を担う子供たちへの学習活動・指導等によりよい影響が現れる。

測定指標と目標値

・研修プラットフォームにおける研修検索がしやすいと答える教師の割合
（R6年７０％⇒R８年８０％⇒R１０年９０％）

・研修プラットフォーム上の研修コンテンツ内容満足度
（R６年７０％⇒R８年８０％⇒R１０年９０％）

・特別免許授与件数（R８年32０件⇒R１０年３50件）

インパクト

KPI
④

KPI
③

KPI
①

KPI
②

〇教員研修環境の整備
・質の高い研修コンテンツの充実。
・研修コンテンツを一元的に収集・整理・提供す
る「教員研修プラットフォーム」（令和６年度まで
に構築）に搭載し活用することで受講意欲の喚
起。

〇教員の研修受講負担軽減
・オンデマンド研修受講による、移動時間等の
受講時間以外の時間短縮と研修受講負担軽減。

〇ペーパーティーチャーや外部人材の研
修コンテンツ受講者の増加
・多様な場での周知によるアクセス者、プラット
フォーム登録者数の向上。

〇教育委員会による研修高度化モデルの
実践
・調査研究によるモデルを多くの教育委員会が
活用し、研修方法や内容の改善に活用。

インプット
（資源）

アクティビティ（活動内容） 中期アウトカム
（成果目標）

初期アウトカム
（成果目標）

アウトプット（活動目標）

【教員研修高度化推
進支援事業】
Ｒ５年度予算要求額
総額
２,６３3,096千円

対象予定件数
・教育課題コンテン
ツ開発（３２団体）
・更新講習の知見を
活かしたコンテンツ
開発（５０団体）
・モデル開発調査研
究（６８団体）
・免許状取得講習開
発（５団体）

〇教師が主体的に学べるほか、研修が
より効果的に実施できる体系的な研修
コンテンツの開発
・ICT活用や特別な配慮を要する児童生徒
の対応等の喫緊の教育課題や、キャリアス
テージに応じた研修コンテンツ
・更新講習で培われた知見を活かした質の
高い研修コンテンツ
・外部人材向け研修コンテンツ
（スムーズな入職を促す体系的かつ実践的
な内容。専門性に係る指導を充実させる内
容。）
・小中学校免許状併有のための講習の開発、
他の研修制度にも活用可能な講習コンテン
ツの開発

〇教員研修がより個別最適、協働的と
なるためのモデル開発
・教員研修の成果確認と評価モデルの確立
に向けた調査研究
・教師と管理職の対話と研修受講奨励にお
けるプロセスの最適化に向けた調査研究

・校内研修や授業研修にICT等の活用を導
入することによる高度化に向けた調査研究
・教育委員会と教育センターによる学校サ
ポート機能の調査研究

〇多様な分野におけるオンデマンド
研修コンテンツの充実
コンテンツ開発予定総数（3６４）
・成果物はワークや振り返り、成果確認等
を入れることで研修として完結している
ものとする。
・国による、オンデマンド研修モデルの提
示。

〇ペーパーティーチャーや外部人材
等対象のオンライン研修コンテンツ
の充実
コンテンツ開発予定総数（２１）
・学校現場へセカンドキャリアとして入職
するためのサポートを強化。

〇調査研究による研修高度化モデル
の創出
・都道府県等の実態に合わせた、かつ実
際的な教師の個別最適・協働的な学びを
保障する研修高度化モデルの開発。
・創出したモデルの教育委員会への周知
による横展開。

〇教師の資質向上の促進
・教員研修プラットフォームを活用して、
教員育成指標を基にし、より効果的・効率
的に研修受講および自己研鑽が推進さ
れることで教師の資質が向上。
・教師の学びの時間確保による効率的、
合理的な研修受講により創出された時間
での教材研究のような子供に関わる時間
の増加。

〇ペーパーティーチャーや外部人材
等の採用試験者数の増加
・コンテンツの充実による、ペーパー
ティーチャーや外部人材の学校現場や教
育課題への理解の促進。
・研修プラットフォーム上のコンテンツ等
を活用して教員採用受験者数、特別免許
授与者が増加。

〇教育委員会の研修計画の見直し
促進・高度化の進展
・オンラインやオンデマンド研修を活用し、
「新しい教師の学び」実現に向けた研修計
画創出。

長期アウトカム
（成果目標）

〇学校教育の質の向上
・いつでもどこでも学べ
る環境整備下での、教師
の主体的・個別最適な学
びの増加。
・児童生徒のロールモデ
ルである「主体的に学び
続ける姿」の確立。
・社会経験を有する人材
の確保により、学校教育
の多様化への対応やその
活性化を図る。

〇教育委員会の研修体系
の最適化、高度化の確立
・研修の精選や効率化、お
よび「新しい教師の学び」
のサポートを前提とした
研修計画の確立。

KPI
①

KPI
②

KPI
④

KPI
③

・教員研修計画にオンライン研修コンテンツを取り入れた教育委員会の数

（R6年１０委員会⇒R８年２０委員会→R１０年３０委員会）

課題

現状

（現状・課題を示すデータ）
・公立学校教員数…932,317人
【主な研修受講状況】
・法定研修対象者数と日数（R2実施者）
初任者研修…33,437人 約２０日
中堅教諭等資質向上研修…31,260人 約２０日

・教員免許更新講習受講対象者
R3.3：８3,483人 ※教員免許更新制は令和4年７月で廃止

【その他主な研修等開設状況】
・教員免許更新講習講座数

R1：12,685 R２：１１，５６３ R3：１０,１０２
・教職員支援機構 オンライン研修コンテンツ数

R2…１５２本 R3…１９１本
・教職員支援機構 オンライン研修コンテンツ

ICT教育…７本 特別支援教育…５本

・ 特別免許状の授与件数
H３０…208 R1…227 R２…２３７

・教育公務員特例法改正(令和５年４月施行)により、教師の研修履歴を記録するとともに、記録を活用した資質向上に関する指導助言等を行
う仕組みが制度化される。この新しい研修制度の下で主体的、個別最適、協働的な「新たな教師の学び」を進めていくことになる。

・コロナ禍や働き方改革の推進により、オンラインやオンデマンド研修の需要が高まっている。

・「教師の新たな学びの姿」の中核となる、研修受講履歴の記録管理及び当該履歴を活用した受講の奨励という仕組みが、より効率的に機能するよう、デジ
タル技術を活用等を通じた研修の高度化を推進することが必要だが、各教育委員会がそれぞれオンラインコンテンツの開発等を行うことは負担が大きく合
理的ではない。
・多様化、複雑化する教育課題に対してオンラインで提供できる体系的な研修コンテンツが十分ではない。また、教員研修の高度化の手法に関する教育委員
会での蓄積が不十分。

・オンライン化した研修コンテンツや学習プログラムの開発・充実により教員研修の高度化を図り、「新たな教師の学び」を実現する。
また、ペーパーティーチャー等の入職を支援する。
・研修の高度化に資するモデル開発のため、調査研究を教育委員会と大学等が連携して調査研究を行うことにより、新しい研修制度が各地
域の課題に即してより効果的に運用され、定着する。

本事業の
目的

「教員研修高度化推進支援事業」ロジックモデル （R５年度要求額：２,６３３百万円）

（関連施策）

・教育公務員特例
法改正
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